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 わが国が、国際競争の激化する中で、人口減少を克服し、経済の好循環を実現するため

には、企業の生産性向上がカギとなる。とりわけ、全事業者の 99％を占める中小企業が、

成長分野等の新市場の開拓や、付加価値の高い製品・サービスの開発等により、競争力を

強化し、生産性を向上することが不可欠と言える。現在、中小企業の生産性向上に向けた

施策として、設備投資に対する補助金や、先端的な生産設備等に対する減税をはじめとし

て様々な措置が講じられているところである。現行の中小企業施策等の実効性や、中小企

業の生産性向上を阻害している要因を検証し、さらに効果的な支援策を検討する必要があ

る。 

 

そこで、東京商工会議所では、東京 23 区内中小企業の生産性向上に対する取り組みの実

態を把握し、その課題解決の一助とするため、平成 27 年度地域持続化支援事業の一環とし

て「東京 23 区内中小企業の生産性向上を図るための設備投資に関するアンケート調査」を

実施した。本調査の結果を踏まえ、より実態に即した意見・要望活動を東京都や国に行う

ことで、中小企業の生産性向上を促進するための施策の充実を図り、中小企業の成長を後

押ししていく所存である。 

 
東京商工会議所 中小企業の生産性向上を図るための経営実態の調査研究会 

座長 岡田 浩一 
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【調査目的】 

   本調査は、東京 23区内の中小事業者において、生産性向上を目的とした設備投資

に係わる実態を把握するために実施した。 

 

【調査期間】 

   平成 27年９月４日（金）～９月 25日（金） 

 

【調査対象】 

   東京 23区内中小事業者 

 

【配布数】 

   5,000件 

 

【調査方法】 

   郵送による調査票の送付、郵送・ＦＡＸによる回答 

 

【回答数】 

   758件 （回収率 15.2％） 

Ⅰ．調査の概要 
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回答企業の業種は、製造業が 58.0％、運輸業が 11.8％、情報通信業・その他サービス業

が 30.2％となっている。 

 

資本金は、「１千万円以上５千万円未満」（70.2％）が最も多く、続いて「５千万円以上

１億円未満」（16.4％）となっており、１億円未満が 96.3％を占める。 

 

従業員数は、「21～50名」（38.2％）が最も多く、続いて「51～100名」（19.9％）、「11

～20名」（20.1％）となっており、21～100名の中規模企業が 58.4％、20名以下の小規模

事業者が 38.4％を占める。 

 

事業所の所在地（本社・工場などの事業拠点）は、複数拠点を有する事業者が 56.4％で、

区内に１拠点のみを有する 43.6％を上回る。 

Ⅱ．回答企業の属性 
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＜業種＞ 
 件数 ％ 

① 製造業 438 58.0% 

② 運輸業 89 11.8% 

③ 情報通信業・その他サービス業 228 30.2% 

合計（無回答除く） 755 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜資本金＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜常勤役員＞ 

 件数 ％ 

① １名 92 12.7% 

② ２名 204 28.1% 

③ ３～５名 384 52.9% 

④ ６～10 名 34 4.7% 

⑤ 11 名以上 12 1.7% 

合計（無回答除く） 726 100.0% 

 

 件数 ％ 

① １千万円未満 73 9.7% 

② １千万円以上５千万円未満 530 70.2% 

③ ５千万円以上１億円未満 124 16.4% 

④ １億円以上 28 3.7% 

合計（無回答除く） 755 100.0% 
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①製造業
58.0%
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③情報通信業・
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業
30.2%

n=755 

n=755 

n=726 
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＜従業員（派遣・パート・アルバイトを含む）＞ 
 

件数 ％ 

① ５名以下 36 4.9% 

② ６～10 名 100 13.6% 

③ 11～20 名 146 19.9% 

④ 21～50 名 281 38.2% 

⑤ 51～100名 148 20.1% 

⑥ 101～200名 14 1.9% 

⑦ 201～300名 0 0.0% 

⑧ 301 名以上 10 1.4% 

合計（無回答除く） 735 100% 

 

 

 

 

 

 

＜事業所の所在地・数＞ 

 件数 ％ 

① 東京 23 区内に１拠点のみ 330 43.6% 

② 東京 23 区内に複数拠点 56 7.4% 

③ 東京 23 区内および区外（他の

道府県を含む）に複数拠点 
371 49.0% 

合計（無回答除く） 757 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【本文中で分析に用いた指標】 

＜業績＞ 

「前期」または「前々期」において、経常利益が 

増加したと回答した事業者を「好業績事業者」と 

する。 

 件数 ％ 

① 好業績事業者 305 40.2% 

② それ以外 453 59.8% 

合計 758 100.0% 
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※「好業績」事業者：「前期」または「前々期」において、経常利益が増加したと回答した

事業者（全回答事業者 758 者中 305 者（約 40％）） 

 

【実態①】生産性向上のための取り組みとして、特に「設備投資」の効果に対する 

満足度が高い 

 

＜グラフ 1＞「問３ 生産性向上のための目的と取組み（満足度）」（複数選択可）（％） 

＝効果があると回答した事業者数÷取り組んでいると回答した事業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜グラフ１＞ 

◆ほぼ全社が生産性向上に向けて意識的に取り組み、効果を上げている。その中で最も効

果が高いのは、「⑥設備投資」となっている（好業績事業者で 69.3％、全体で 62.2％。

いずれも最高値）。 

 

  

Ⅲ．調査結果の概要 

58.6%

52.6%

54.8%

68.6%

61.0%
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⑤新規顧客の開拓、販路開拓

⑥設備投資（生産数増加、コスト削減、

省力化、効率化、省エネ）

⑦人財育成（技術の向上、多能工化、
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⑧業務効率化・見直し・定型化

（マニュアル整備等）

⑨その他
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全体(n=758)
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＜グラフ２＞ 

◆全体の傾向として、「⑧更新・維持のため、既存設備が老朽化したため」、「①生産量・搭

載量・収容量の拡大のため」、「②省力化・合理化のため」に実施したと回答する事業者

の割合が高く、短期間で効果が現われやすい設備投資が多い現状が読み取れる。 

◆効果が現れるまで中長期の期間を要する、製品・サービスの付加価値の向上を目的とし

た「③新製品・新規事業・新サービス提供のため」、「④研究開発・試作品開発のため」

に実施したと回答した事業者の割合は低い。 

＜グラフ３＞ 

◆「⑧更新・維持のため、既存設備が老朽化したため」に設備投資を実施した際に、あわ

せてどのような目的で設備投資を行ったかを分析した場合も、上記と同様の特徴が現わ

れている。今後は、短期間で効果が現れやすい更新型の設備投資から、一歩踏み込んだ

製品・サービスの付加価値の向上のための設備投資を推進することが、事業者の生産性

向上につながると考えられる。 
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＜グラフ 4＞「問 11 ＩＴ化への対応状況（目的）」（複数選択可）（％） 

＝ＩＴ化の対応目的として回答した事業者数÷全事業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜グラフ 5＞「問 11 ＩＴ化による効果（満足度）」（％） 

＝ＩＴ化による効果があったと回答した事業者数 

÷ＩＴ化の対応目的として回答した事業者数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実態③】ＩＴ活用は、従来からの業務効率化、ホームページによる企業イメージ向上に

留まっている。付加価値の向上に向けた「攻めのＩＴ活用」は少ない。 
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②生産量拡大・ｺｽﾄ削減のための生産管理・

工程管理等のｼｽﾃﾑの導入・改修

③ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの充実のための社内、遠隔地、

ﾓﾊﾞｲﾙ環境でのﾈｯﾄﾜｰｸの整備

④省力化を目的とした自動システムの導入

⑤顧客満足度向上

（電子決済、カスタマーサービス等）

⑥ＨＰにおける企業イメージの向上、発信、ＰＲ

⑦営業活動のサポート（タブレット用ソフト等）

⑧取引・顧客情報などを利用した営業・

マーケティングの改革

⑨新製品や新サービスの開発

（３Ｄプリンター、設計ソフト等）

⑩業務プロセス全体の可視化による

マネジメントの高度化

⑪事業継続やサプライチェーンの維持など

リスク分散化等災害対応力の強化

⑫新たなビジネスモデルの構築のための情報利用

⑬その他
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それ以外(n=453)

全体(n=758)
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それ以外(n=453)

全体(n=758)

10



11 
 

＜グラフ４＞ 

◆ＩＴ活用の状況は、「①業務効率向上を目的とした業務プロセスの再構築」、「⑥ホームペ

ージにおける企業イメージの向上、発信、ＰＲ」が中心となっており、その他の目的に

対する回答は割合が低い。従来からの主流であった業務効率化、ホームページによる企

業イメージ向上にＩＴ活用が留まっている現状が読み取れる。 

◆「②生産量拡大・コスト削減のための生産管理・工程管理等のシステムの導入・改修」、

「⑧取引・顧客情報などを利用した営業・マーケティングの改革」、「⑨新製品や新サー

ビスの開発」など、製品・サービスの付加価値向上のためのＩＴ活用については回答の

割合が低いことから、今後は攻めのＩＴ投資を促進し、効果を上げていくことが事業者

の生産性向上に寄与するものと考えられる。 
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＜グラフ６－１、２＞ 

◆補助金・税制を活用したか否かに関わらず、「③低利の安定的な融資」を求める事業者が

多い。 

◆補助金を活用して、直近２年間に設備投資を実施した事業者は、補助金の拡充「⑧補助

割合」、「⑨募集期間の延長」を求めており、ニーズが大きい。一方で、税制を適用した

事業者は、「⑥優遇税制の創設・継続」を引き続き求めている。補助金・税制いずれも、

活用した事業者の満足度が高いことが読み取れる。今後、政策面において、補助金や税

制を継続し、より利用しやすい制度に改善することが、設備投資を促し、好循環を作り

出していくカギとなると言える。 

  

【実態④】設備投資促進のためには、資金面での後押しが有効 
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②事業計画に合わせた設備投資計画

の作成支援

③低利の安定的な融資

④商品開発に有用な新技術（3Dプリン

ター等）に関する情報提供

⑤政府の景気対策

⑥設備投資を後押しする優遇税制の

創設・継続

⑦補助金や税制の適時適切な情報提

供

⑧補助金の拡充（補助割合）

⑨補助金の拡充（募集期間の延長）

⑩その他

適用した(n=183)

適用しなかった(n=160)

＜グラフ 6-1＞「問 17 設備投資の支援策として望む

こと（直近 2 年間に実施した設備投資において、 

補助金を活用したか否かで分類した場合）」 

＜グラフ 6-2＞「問 17 設備投資の支援策として望む

こと（直近 2 年間に実施した設備投資において、 

税制を適用したか否かで分類した場合）」 
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45.9%

43.2%

44.5%

40.1%

31.0%

36.0%

14.0%

20.0%

16.8%

0.0%

5.8%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=172)

(n=155)

(n=328)

26.8%

27.4%

27.1%

48.8%

45.8%

47.1%

24.4%

26.8%

25.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=127)

(n=168)

(n=295)

29.9%

6.9%

6.3%

11.1%

28.5%

18.1%

3.5%

9.0%

40.6%

9.4%

0.0%

0.0%

34.4%

15.6%

6.3%

9.4%

17.5%

6.3%

3.2%

3.2%

44.4%

17.5%

6.3%

6.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

(n=144)

(n=32)

(n=63)

46.9%

28.6%

48.6%

38.3%

49.0%

20.0%

11.0%

22.4%

30.0%

3.8%

0.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=209)

(n=49)

(n=70)
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59.7%

38.1%

46.8%

40.3%

61.9%

53.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=288)

(n=425)

(n=713)

66.6%

33.4%

55.5%

44.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

)

)
(n=328)

(n=302)

(
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１．生産性向上のための取組状況 

問３．貴社における生産性向上に向けた取組みについてお伺いします 

○取組みの内容（複数選択可） 

 件数 ％ 

① 高付加価値化の新商品・新サービスの開発 303 40.0% 

② 既存顧客のニーズを深堀する 332 43.8% 

③ 既存取引先の見直し・整理 209 27.6% 

④ 仕入れコストの削減（共同仕入れ等） 224 29.6% 

⑤ 新規顧客の開拓、販路開拓 427 56.3% 

⑥ 設備投資（生産数増加、コスト削減、省力化、効率化、省エネ） 259 34.2% 

⑦ 人財育成（技術の向上、多能工化、モチベーションの向上） 348 45.9% 

⑧ 業務効率化・見直し・定型化（マニュアル整備等） 325 42.9% 

⑨ その他 16 2.1% 

⑩ 特に行ってはいない 57 7.5% 

合計（無回答除く） 758 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅳ．調査結果 

40.0%

43.8%

27.6%

29.6%

56.3%

34.2%

45.9%

42.9%

2.1%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①高付加価値の新商品・

新サービスの開発

②既存顧客のニーズを深堀りする

③既存取引先の見直し・整理

④仕入れコストの削減（共同仕入れ等）

⑤新規顧客の開拓、販路開拓

⑥設備投資（生産数増加、コスト削減、

省力化、効率化、省エネ）

⑦人材育成（技術の向上、多能工化、

モチベーションの向上）

⑧業務効率化・見直し・定型化

（マニュアル整備等）

⑨その他

⑩特に行ってはいない

n=758 
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○取り組みに対する効果（満足度）（％） 

＝効果があると回答した事業者数÷取り組んでいると回答した事業者数として算出 

（例 ①高付加価値の新商品・新サービスの開発 158÷303＝52.1％） 

 件数 ％ 

① 高付加価値化の新商品・新サービスの開発 303 52.1% 

② 既存顧客のニーズを深堀する 332 48.2% 

③ 既存取引先の見直し・整理 209 49.3% 

④ 仕入れコストの削減（共同仕入れ等） 224 58.9% 

⑤ 新規顧客の開拓、販路開拓 427 57.4% 

⑥ 設備投資（生産数増加、コスト削減、省力化、効率化、省エネ） 259 62.2% 

⑦ 人財育成（技術の向上、多能工化、モチベーションの向上） 348 52.0% 

⑧ 業務効率化・見直し・定型化（マニュアル整備等） 325 54.5% 

⑨ その他 16 81.3% 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の回答（抜粋）】 

・新規事業の立ち上げ（その他：出版・広告業） 

・組織再編（製造業：メッキ加工販売業・バネ製造販売業） 

・ＩＳＯ認証の取得（製造業：素材の製造・設計開発業） 

・海外拠点の設置（製造業）・値上げ（運輸業：貨物運送業） 

 

コメント： 

満足度は「⑥設備投資（生産数増加、コスト削減、省力化、効率化、省エネ）」（62.2％）

が最も高く、「④仕入れコストの削減（共同仕入れ等）」（58.9％）、「⑤新規顧客の開拓、販

路開拓」（57.4％）と続く。 

「⑤新規顧客の開拓、販路開拓」（56.3％）は、最も多くの事業者が取り組んでいる（P15：

グラフ「取組みの内容」）。既存顧客との取引に比べ、効果が現れるには時間を要するにも

係わらず、満足度が全体で３番目に高い結果となっている。 

52.1%

48.2%

49.3%

58.9%

57.4%

62.2%

52.0%

54.5%

81.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①高付加価値の新商品・

新サービスの開発

②既存顧客のニーズを深堀りする

③既存取引先の見直し・整理

④仕入れコストの削減（共同仕入れ等）

⑤新規顧客の開拓、販路開拓

⑥設備投資（生産数増加、コスト削減、

省力化、効率化、省エネ）

⑦人材育成（技術の向上、多能工化、

モチベーションの向上）

⑧業務効率化・見直し・定型化

（マニュアル整備等）

⑨その他
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問４．貴社の保有設備（建物を除く）について、資金に係る借入期間について、該当する

ものを１つお選びください 

 

 件数 ％ 

① ３年未満 27 4.7% 

② ３年以上５年未満 90 15.6% 

③ ５年以上 10 年未満 166 28.8% 

④ 10 年以上 15年未満 19 3.3% 

⑤ 15 年以上 8 1.4% 

⑥ 借入は行わなかった 267 46.3% 

合計（無回答除く） 577 100.0% 

 

 

 

 

 

 

【借入を行った事業者のみを対象とした場合】 

 

 件数 ％ 

① ３年未満 27 8.7% 

② ３年以上５年未満 90 29.0% 

③ ５年以上 10年未満 166 53.5% 

④ 10 年以上 15年未満 19 6.1% 

⑤ 15 年以上 8 2.6% 

合計（無回答除く） 310 100.0% 

 

 

コメント： 

 借入を行った事業者に限ると、「③５年以上 10年未満」（53.5％）が過半数を占めて 

おり、比較的、中長期の借入が多いとの結果となっている。 

一方で、５年未満（「①３年未満」と「②３年以上５年未満」の合計）は約４割となって 

いる。一般的な機械・装置の税法上の減価償却の耐用年数は平均約９年のため、５年未満 

の借り入れの場合、定率法や加速度償却制度を利用して、減価償却を前倒ししないと設備 

投資直後はキャッシュフローがマイナスになると考えられる。 

 

 

  

n=577 

n=310 

①３年未満
4.7%

②３年以上

５年未満
15.6%

③５年以上10

年未満
28.8%

④10年以上15

年未満
3.3%

⑤15年以上
1.4%

⑥借入は行わ

なかった
46.3%

①３年未満
8.7%

②３年以上５

年未満
29.0%③５年以上10

年未満
53.5%

④10年以上15

年未満
6.1%

⑤15年以上
2.6%
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２．設備投資の目的と効果 

問５．過去２年間の国内設備投資の状況についてお伺いします。該当するものを１つお選

びください 

業績 

 

設備投資実績 

 全体 

好業績 それ以外 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

①設備投資を行った 176 61.1% 167 39.9% 343 48.5% 

②設備投資を行っていない 112 38.9% 252 60.1% 364 51.5% 

合計（無回答除く） 288 100.0% 419 100.0% 707 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問６～９は、問５で「①設備投資を行った」と回答した事業者】 

 

問６．設備投資時の補助金の活用についてお伺いします 

（１）補助金を活用した方にお伺いします。活用した補助金の種類をお答えください 

（複数選択可） 

 件数 ％ 

① 東京都（中小企業振興公社を含む）の補助金 32 30.2% 

② 国（関東経済産業局）の補助金（例：ものづくり補助金） 49 46.2% 

③ 国（関東経済産業局以外）の補助金 15 14.2% 

④ その他 24 22.6% 

合計（無回答除く） 106 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

61.1%

39.9%

48.5%

38.9%

60.1%

51.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

好業績(n=288)

それ以外(n=419)

全体(n=707)

設備投資を行った

設備投資を行っていない

30.2%

46.2%

14.2%

22.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①東京都（中小企業振興公社を含む）

の補助金

②国（関東経済産業局）の補助金

（例：ものづくり補助金）

③国（関東経済産業局以外）の補助金

④その他

n=106 
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（２）補助金を活用しなかった方にお伺いします。その主な理由をお答えください 

（複数選択可） 

 件数 ％ 

① 要件が合わなかったため 67 28.3% 

② 募集要項および申請書類が複雑で作成できなかったため 17 7.2% 

③ 申請に間に合わなかったため 11 4.6% 

④ 申請が通らなかったため 18 7.6% 

⑤ 他の手段で資金調達し、補助金を必要としなかったため 80 33.8% 

⑥ 補助金の存在を知らなかったため 42 17.7% 

⑦ わからない 11 4.6% 

⑧ その他 20 8.4% 

合計（無回答除く） 237 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28.3%

7.2%

4.6%

7.6%

33.8%

17.7%

4.6%

8.4%

0% 10% 20% 30% 40%

①要件が合わなかったため

②募集要項および申請書類が

複雑で作成できなかったため

③申請に間に合わなかったため

④申請が通らなかったため

⑤他の手段で資金調達し、補助

金を必要としなかったため

⑥補助金の存在を知らなかったため

⑦わからない

⑧その他

n=237 
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【業種別で分析】 

業種 

 

理由 

製造業 運輸業 
情報通信業・その

他サービス業 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

①要件が合わなかったため 43 29.9% 13 40.6% 11 17.5% 

⑤他の手段で資金調達し、補助金を 

 必要としなかったため 
41 28.5% 11 34.4% 28 44.4% 

 

 

 

 

コメント： 

業種別では、運輸業では、「⑤他の手段で資金調達し、補助金を必要としなかったため」

より、「①要件が合わなかったため」と回答する割合が高い。 

 

 

問７．設備投資時の税制適用についてお伺いします 

（１）税制を適用した方にお伺いします。適用した税制の種類をお答えください 

  （複数選択可） 

 件数 ％ 

① 即時償却（100％損金算入） 59 32.2% 

② 割増償却（30％等） 66 36.1% 

③ 税額控除（支払う予定の法人税額から設備投資額の５～10％を控除） 59 32.2% 

④ 一括償却（30万円以下の少額資産） 50 27.3% 

合計（無回答除く） 183 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.2%

36.1%

32.2%

27.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

①即時償却（100%損金算入）

②割増償却（30%等）

④一括償却

（30万円以下の少額資産）

③税額控除（支払う予定の

法人税額から設備投資額の

５～10%を控除）

n=183 

29.9%

28.5%

40.6%

34.4%

17.5%

44.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①要件が合わなかったため

②募集要項および申請書類が複雑

で作成できなかったため

製造業(n=144) 運輸業(n=32) 情報通信・その他サービス業(n=63)
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（２）税制を適用しなかった方にお伺いします。その主な理由をお答えください 

  （複数選択可） 

 件数 ％ 

① 設備投資は中古で実施したため 14 8.0% 

② 導入した設備が適用対象外のため 46 26.4% 

③ 当該年度が赤字だったため 22 12.6% 

④ 導入した設備が適用対象金額未満だったため 9 5.2% 

⑤ 適用できる税制を知らなかったため 34 19.5% 

⑥ わからない 35 20.1% 

⑦ その他 14 8.0% 

合計（無回答除く） 175 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント： 

 税制を適用しなかった理由は、「②導入した設備が適用対象外のため」（26.4％）が最も

割合が高い。 

 

  

n=175 

8.0%

26.4%

12.6%

5.2%

19.5%

20.1%

8.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

①設備投資は中古で実施したため

②導入した設備が適用対象外のため

③当該年度が赤字だったため

④導入した設備が適用対象金額未満

だったため

⑤適用できる税制を知らなかったため

⑥わからない

⑦その他
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問８．設備投資の目的と効果について、お伺いします 

○設備投資の目的（複数選択可） 

 件数 ％ 

① 生産量・搭載量・収容量の拡大のため 161 46.9% 

② 省力化・合理化のため 143 41.7% 

③ 新製品・新規事業・新サービス提供のため 88 25.7% 

④ 研究開発・試作品開発のため 39 11.4% 

⑤ 取引先・市場・顧客からの要請に応えるため 99 28.9% 

⑥ 省エネルギー対策（燃費改善、環境対策を含む）のため 72 21.0% 

⑦ 規制への対応のため 15 4.4% 

⑧ 更新・維持のため、既存設備が老朽化したため 220 64.1% 

⑨ その他 3 0.9% 

合計（無回答除く） 343 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

n=343 

46.9%

41.7%

25.7%

11.4%

28.9%

21.0%

4.4%

64.1%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

①生産量・搭載量・収容量の拡大のため

②省力化・合理化のため

③新製品・新規事業・新サービス提供のため

④研究開発・試作品開発のため

⑤取引先・市場・顧客からの要請に応えるため

⑥省エネルギー対策（燃費改善、

環境対策を含む）のため

⑦規制への対応のため

⑧更新・維持のため、既存設備が

老朽化したため

⑨その他
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○目的に対する効果（満足度）（％） 

＝効果があると回答した事業者数÷目的として実施したと回答した事業者数として算出 

 ％ 

① 生産量・搭載量・収容量の拡大のため 73.9% 

② 省力化・合理化のため 79.0% 

③ 新製品・新規事業・新サービス提供のため 71.6% 

④ 研究開発・試作品開発のため 46.2% 

⑤ 取引先・市場・顧客からの要請に応えるため 76.8% 

⑥ 省エネルギー対策（燃費改善、環境対策を含む）のため 86.1% 

⑦ 規制への対応のため 73.3% 

⑧ 更新・維持のため、既存設備が老朽化したため 83.6% 

⑨ その他 66.7% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント： 

「⑥省エネルギー対策(燃費改善、環境対策を含む)のため」（86.1％）をはじめ、「⑧更

新・維持のため、既存設備が老朽化したため」（83.6％）、「②省力化・合理化のため」（79.0％）、

「⑤取引先・市場・顧客からの要請に応えるため」(76.8％)など、軒並み高い満足度をも

たらしている。 

一方で、「④研究開発・試作品開発のため」（46.2％）の満足度が著しく他の項目より低

い結果となっている。これは、研究開発等は、中長期的に効果を捉える必要があるため、

満足度の数値には反映されにくいためと考えられる。 

  

73.9%

79.0%

71.6%

46.2%

76.8%

86.1%

73.3%

83.6%

66.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①生産量・搭載量・収容量の拡大のため

②省力化・合理化のため

③新製品・新規事業・新サービス提供のため

④研究開発・試作品開発のため

⑤取引先・市場・顧客からの要請に応えるため

⑥省エネルギー対策（燃費改善、

環境対策を含む）のため

⑦規制への対応のため

⑧更新・維持のため、既存設備が

老朽化したため

⑨その他
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問９．設備投資のための主な資金調達方法は何ですか。該当するものを１つお選びくださ

い 

       業種 

 

 

理由 

   全体 

製造業 運輸業 
情報通信業・その

他サービス業 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

① 自己資金 98 46.9% 14 28.6% 34 48.6% 146 44.4% 

② 借入 80 38.3% 24 49.0% 14 20.0% 118 35.9% 

③ リース 23 11.0% 11 22.4% 21 30.0% 55 16.7% 

④ 補助金 8 3.8% 0 0.0% 1 1% 9 2.7% 

合計（無回答除く） 209 100.0% 70 100.0% 70 100% 328 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント： 

主な資金調達方法の構成比は、業種による差が非常に大きい。製造業と情報通信・その

他サービス業では、ともに「①自己資金」の割合が５割弱に上っている。製造業では、次

いで「②借入」（38.3％）、「③リース」（11.0％）となっている。製造業は、大型機械の導

入等を見据え、自己資金と借入を適宜取り混ぜて設備投資を実施していることが読み取れ

る。 

一方で、情報通信・その他サービス業は、技術革新の早いコンピューター機器を中心に

据えていることから、基本的なハード設備を揃えた上で必要な周辺機器・ソフトウェアは

リースを活用するのが一般的と言える。 

また、運輸業は、「②借入」（49.0％）が高い割合を占めており、次いで、「①自己資金」

（28.6％）、「③リース」（22.4％）と続いている。事業に必須となるトラック等の車輌は、

高額な上、複数台保有する必要があること、また、実際の稼動年数より減価償却の耐用年

数が短いため、会社にとってキャッシュフローが厳しくなる傾向にあることから、所有す

るよりもリースの方が良い、との意見が寄せられている。 

  

46.9%

28.6%

48.6%

38.3%

49.0%

20.0%

11.0%

22.4%

30.0%

3.8%

0.0%

1.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

製造業(n=209)

運輸業(n=49)

情報通信・その他サービス業(n=70)

自己資金 借入 リース 補助金
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【問 10は、問５で「②設備投資を行っていない」と回答した事業者】 

問 10．設備投資を行っていない理由はなぜですか（複数選択可） 

 件数 ％ 

① 先行きが見通せなかったため 107 29.4% 

② 設備投資のための借入ができなかったため 25 6.9% 

③ 手持ち現金が少なく資金繰りが厳しかったため 60 16.5% 

④ 自社に合う設備が見つからなかったため 70 19.2% 

⑤ 従業員の高年齢化等により、新設備を使いこなせない懸念が大きか

ったため 

16 4.4% 

⑥ 直前に投資を行ったため、投資が一巡したため 33 9.1% 

⑦ 市場の需要がなかったため 40 11.0% 

⑧ 事業を縮小する予定だったため 13 3.6% 

⑨ 後継者が不在であり、事業存続が不透明だったため 16 4.4% 

⑩ レンタルや外注を活用したため 64 17.6% 

⑪ その他 61 16.8% 

合計（無回答除く） 364 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

29.4%

6.9%

16.5%

19.2%

4.4%

9.1%

11.0%

3.6%

4.4%

17.6%

16.8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

①先行きが見通せなかったため

②設備投資のための借入ができなかったため

③手持ち現金が少なく資金

繰りが厳しかったため

④自社に合う設備が見つからなかったため

⑤従業員の高年齢化等により、新設備を

使いこなせない懸念が大きかったため

⑥直前に投資を行ったため、

投資が一巡したため

⑦市場の需要がなかったため

⑧事業を縮小する予定だったため

⑨後継者が不在であり、事業

存続が不透明だったため

⑩レンタルや外注を活用したため

⑪その他

n=364 
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３．ＩＴ投資の目的と効果 

問 11．貴社のＩＴ化への対応状況についてお伺いします。 

○ＩＴ化の目的（複数選択可） 

 件数 ％ 

① 業務効率向上を目的とした業務プロセスの再構築（物流システム再

構築、受発注、財務・人事システム導入等） 
345 45.5% 

② 生産量拡大・コスト削減のための生産管理・工程管理等のシステム

の導入・改修 

135 17.8% 

③ コミュニケーションの充実のための社内、遠隔地、モバイル環境で

のネットワークの整備 

145 19.1% 

④ 省力化を目的とした自動システムの導入 72 9.5% 

⑤ 顧客満足度向上（電子決済、カスタマーサービス等） 62 8.2% 

⑥ ＨＰにおける企業イメージの向上、発信、ＰＲ 259 34.2% 

⑦ 営業活動のサポート（タブレット用ソフト等） 92 12.1% 

⑧ 取引・顧客情報などを利用した営業・マーケティングの改革 62 8.2% 

⑨ 新製品や新サービスの開発（３Ｄプリンター、設計ソフト等） 58 7.7% 

⑩ 業務プロセス全体の可視化によるマネジメントの高度化 68 9.0% 

⑪ 事業継続やサプライチェーンの維持などリスク分散化等災害対応

力の強化 

28 3.7% 

⑫ 新たなビジネスモデルの構築のための情報利用 29 3.8% 

⑬ その他 17 2.2% 

合計（無回答除く） 758 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=758 

45.5%

17.8%

19.1%

9.5%

8.2%

34.2%

12.1%

8.2%

7.7%

9.0%

3.7%

3.8%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

①業務効率向上を目的とした業務ﾌﾟﾛｾｽの再構築

（物流ｼｽﾃﾑ再構築、受発注、財務・人事ｼｽﾃﾑ導入等）

②生産量拡大・ｺｽﾄ削減のための生産管理・

工程管理等のｼｽﾃﾑの導入・改修

③ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの充実のための社内、遠隔地、

ﾓﾊﾞｲﾙ環境でのﾈｯﾄﾜｰｸの整備

④省力化を目的とした自動システムの導入

⑤顧客満足度向上（電子決済、カスタマーサービス等）

⑥ＨＰにおける企業イメージの向上、発信、ＰＲ

⑦営業活動のサポート（タブレット用ソフト等）

⑧取引・顧客情報などを利用した

営業・マーケティングの改革

⑨新製品や新サービスの開発

（３Ｄプリンター、設計ソフト等）

⑩業務プロセス全体の可視化によるマネジメントの高度化

⑪事業継続やサプライチェーンの維持など

リスク分散化等災害対応力の強化

⑫新たなビジネスモデルの構築のための情報利用

⑬その他
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○ＩＴ化の効果（満足度）（％） 

＝効果があると回答した事業者数÷目的として導入していると回答した事業者数として

算出 
 ％ 

① 業務効率向上を目的とした業務プロセスの再構築（物流システム再構築、受発注、財

務・人事システム導入等） 

75.4% 

② 生産量拡大・コスト削減のための生産管理・工程管理等のシステムの導入・改修 54.8% 

③ コミュニケーションの充実のための社内、遠隔地、モバイル環境でのネットワークの

整備 

73.1% 

④ 省力化を目的とした自動システムの導入 77.8% 

⑤ 顧客満足度向上（電子決済、カスタマーサービス等） 72.6% 

⑥ ＨＰにおける企業イメージの向上、発信、ＰＲ 62.5% 

⑦ 営業活動のサポート（タブレット用ソフト等） 72.8% 

⑧ 取引・顧客情報などを利用した営業・マーケティングの改革 58.1% 

⑨ 新製品や新サービスの開発（３Ｄプリンター、設計ソフト等） 67.2% 

⑩ 業務プロセス全体の可視化によるマネジメントの高度化 60.3% 

⑪ 事業継続やサプライチェーンの維持などリスク分散化等災害対応力の強化 50.0% 

⑫ 新たなビジネスモデルの構築のための情報利用 34.5% 

⑬ その他 64.7% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

75.4%

54.8%

73.1%

77.8%

72.6%

62.5%

72.8%

58.1%

67.2%

60.3%

50.0%

34.5%

64.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

①業務効率向上を目的とした業務ﾌﾟﾛｾｽの再構築

（物流ｼｽﾃﾑ再構築、受発注、財務・人事ｼｽﾃﾑ導入等）

②生産量拡大・ｺｽﾄ削減のための生産管理・

工程管理等のｼｽﾃﾑの導入・改修

③ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの充実のための社内、遠隔地、

ﾓﾊﾞｲﾙ環境でのﾈｯﾄﾜｰｸの整備

④省力化を目的とした自動システムの導入

⑤顧客満足度向上（電子決済、カスタマーサービス等）

⑥ＨＰにおける企業イメージの向上、発信、ＰＲ

⑦営業活動のサポート（タブレット用ソフト等）

⑧取引・顧客情報などを利用した

営業・マーケティングの改革

⑨新製品や新サービスの開発

（３Ｄプリンター、設計ソフト等）

⑩業務プロセス全体の可視化によるマネジメントの高度化

⑪事業継続やサプライチェーンの維持など

リスク分散化等災害対応力の強化

⑫新たなビジネスモデルの構築のための情報利用

⑬その他
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コメント： 

 ＩＴ活用の状況は、以前より中小企業のＩＴ活用の主流である「①業務効率向上を目的

とした業務プロセスの再構築」、「⑥ホームページにおける企業イメージの向上、発信、Ｐ

Ｒ」が中心となっており、その他の目的に対する回答は割合が低い（P25：ＩＴ化の目的）。  
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４．今後３年間における新規設備投資の予定 

問 12．貴社における今後３年間における新規の設備投資の予定について、該当するものを

１つお選びください 

業績 

 

設備投資予定 

 全体 

好業績 それ以外 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

① 設備投資を予定している 172 59.7% 162 38.1% 334 46.8% 

② 設備投資を予定していない・未定 116 40.3% 263 61.9% 379 53.2% 

合計（無回答除く） 288 100.0% 425 100.0% 713 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【過去の設備投資の実施状況で分析】 

問 12と問５（過去２年間の国内設備投資の実施状況）をクロス分析 

○好業績事業者のケース 

設備投資実施状況 

 

設備投資予定 

 全体 

実施した 実施していない 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

③ 設備投資を予定している 131 77.5% 39 35.5% 170 60.9% 

④ 設備投資を予定していない・未定 38 22.5% 71 64.5% 109 39.1% 

合計（無回答除く） 169 100.0% 110 100.0% 279 100.0% 

 

○それ以外の事業者のケース 

設備投資実施状況 

 

設備投資予定 

 全体 

実施した 実施していない 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

① 設備投資を予定している 102 66.2% 52 21.1% 154 38.5% 

② 設備投資を予定していない・未定 52 33.8% 194 78.9% 246 61.5% 

合計（無回答除く） 154 100.0% 246 100.0% 400 100.0% 
 

59.7%

38.1%

46.8%

40.3%

61.9%

53.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

好業績(n=288)

それ以外(n=425)

全体(n=713)

設備投資を予定している

設備投資を予定していない・未定
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コメント： 

好業績事業者は、過去に設備投資を実施し、さらに今後の設備投資を前向きに検討して

いる割合が約８割と非常に高い。それ以外の事業者においても、過去に設備投資を実施し

た事業者は、約７割が再度設備投資を予定している。 

一方で、過去に設備投資を実施していない事業者は、今後も設備投資の予定がない割合

が高いとの結果になっている。 

【事業計画作成の有無で分析】 

問 12と問 15（事業計画作成の有無）をクロス分析 

事業計画作成の有無 

 

設備投資予定 

 全体 

作成している 作成していない 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

① 設備投資を予定している 201 66.6% 101 33.4% 302 100.0% 

② 設備投資を予定していない・未定 182 55.5% 146 44.5% 328 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

○好業績事業者のケース 

事業計画作成の有無 

 

設備投資予定 

 全体 

作成している 作成していない 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

① 設備投資を予定している 111 72.5% 42 27.5% 153 100.0% 

② 設備投資を予定していない・未定 53 52.5% 48 47.5% 101 100.0% 

 

○それ以外の事業者のケース 

事業計画作成の有無 

 

設備投資予定 

 全体 

作成している 作成していない 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

① 設備投資を予定している 90 41.1% 129 58.9% 219 100.0% 

② 設備投資を予定していない・未定 59 37.6% 98 62.4% 157 100.0% 

 

コメント： 

設備投資を予定している事業者は、事業計画を作成している割合が高い。 

業績との分析結果と合わせると、好業績事業者ほど事業計画を作成し、設備投資の実施

にも前向きであることが言える。 

66.6%

55.5%

33.4%

44.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

設備投資を予定している(n=302)

設備投資を予定していない・未定
(n=328)

事業計画を作成している

事業計画を作成していない
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問 13．設備投資を行う主な目的は何ですか（３つまで選択可） 

 件数 ％ 

① 生産量・搭載量・収容量の拡大のため 120 36.3% 

② 省力化・合理化のため 112 33.8% 

③ 新製品・新規事業・新サービスのため 94 28.4% 

④ 研究開発・試作品開発のため 40 12.1% 

⑤ 取引先・市場・顧客からの要請に応えるため 103 31.1% 

⑥ 省エネルギー対策（燃費改善、環境対策を含む）のため 47 14.2% 

⑦ 規制への対応のため 7 2.1% 

⑧ 更新・維持のため、設備老朽化のため 224 67.7% 

⑨ その他 4 1.2% 

合計（無回答除く） 331 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント： 

 直近２年間に設備投資を実施した際の目的（問８）と同様の傾向を示している。 

  

36.3%

33.8%

28.4%

12.1%

31.1%

14.2%

2.1%

67.7%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80%

①生産量・搭載量・収容量の拡大のため

②省力化・合理化のため

③新製品・新規事業・新サービスのため

④研究開発・試作品開発のため

⑤取引先・市場・顧客からの

要請に応えるため

⑥省エネルギー対策（燃費改善、

環境対策を含む）のため

⑦規制への対応のため

⑧更新・維持のため、設備老朽化のため

⑨その他

n=331 
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問 14．設備投資を行わない主な理由は何ですか（３つまで選択可） 

 件数 ％ 

① 先行きが見通せないため 182 49.1% 

② 投資のための借入見通しが立たないため 23 6.1% 

③ 手持ち現金が少なく資金繰りが厳しいため 53 14.0% 

④ 自社に合う設備が見つからないため 101 26.6% 

⑤ 従業員の高年齢化等により、新設備の取扱い（運用）ができないため 19 5.0% 

⑥ 投資が一巡したため 71 18.7% 

⑦ 市場の需要がないため 54 14.2% 

⑧ 事業を縮小する予定のため 12 3.2% 

⑨ 後継者が不在であり、事業存続が不透明のため 30 7.9% 

⑩ レンタルや外注を活用するため 59 15.6% 

⑪ その他 48 12.7% 

合計（無回答除く） 371 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント： 

 直近２年間に設備投資を実施しなかった際の理由（問 10）と同様の傾向を示しているが、

「⑥投資が一巡したため」と回答した割合が若干高い。 

 

  

49.1%

6.2%

14.3%

27.2%

5.1%

19.1%

14.6%

3.2%

8.1%

15.9%

12.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①先行きが見通せないため

②投資のための借入見通しが

立たないため

③手持ち現金が少なく資金繰り

が厳しいため

④自社に合う設備が見つからないため

⑤従業員の高年齢化等により、新設備

の取扱い（運用）ができないため

⑥投資が一巡したため

⑦市場の需要がないため

⑧事業を縮小する予定のため

⑨後継者が不在であり、事業存続が

不透明のため

⑩レンタルや外注を活用するため

⑪その他

n=371 
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５．事業計画に基づく戦略的な経営 

問 15．事業計画・投資計画についてお伺いします 

（１）事業計画について 

○作成の有無 

業績 

 

作成状況 

 全体 

好業績 それ以外 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

① 作成している 171 64.8% 224 57.6% 395 60.5% 

② 作成していない 93 35.2% 165 42.4% 258 39.5% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○作成者 

 件数 ％ 

① 経営者 231 67.0% 

② 部門責任者 66 19.1% 

③ 作業担当者 4 1.2% 

④ 経理担当者 21 6.1% 

⑤ 税理士 9 2.6% 

⑥ 外部コンサルタント 9 2.6% 

⑦ その他 5 1.4% 

合計（無回答除く） 345 100.0% 

 

  
①経営者

67.0%

②部門責任者
19.1%

③作業担当者
1.2%

④経理担当者
6.1%

⑤税理士
2.6%

⑥外部コンサル

タント
2.6%

⑦その他
1.4%

n=345 

64.8%

57.6%

60.5%

35.2%

42.4%

39.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

好業績(n=264)

それ以外(n=389)

全体(n=653)

作成している 作成していない
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○作成していない理由 

 件数 ％ 

① 計画の作り方が分からないため 30 14.1% 

② 作成するための時間が足りないため 19 8.9% 

③ 作成するための人手が足りないため 9 4.2% 

④ 計画の作成を求められる機会がないため 72 33.8% 

⑤ 経営者のリーダーシップが強く、計画を作成する必要性がないため 59 27.7% 

⑥ 後継者が不在であり、事業存続が不透明のため 12 5.6% 

⑦ その他 12 5.6% 

合計（無回答除く） 213 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他の回答（抜粋）】 

・親会社の計画に追随するため（運輸業） 

・自社の計画は作成せず、海外子会社の計画を作成している（運輸業：船舶貸渡業） 

・短期変動が大きく、中長期の目標との垂離が激しいため（製造業：映像製作・印刷・コ

ンサルティング業） 

・食生活が多様化し、製造品が安定しないから（製造業：食品製造・販売業）  

 

コメント： 

 事業計画を作成していない理由は、「④計画の作成を求められる機会がないため」

（33.8％）、「⑤経営者のリーダーシップが強く、計画を作成する必要性がないため」（27.7％）

の回答を合わせると６割に上る。事業計画を作成していない事業者は、そもそも作成の必

要性を認識していない現状を読み取ることができる。 

 一方で、「①計画の作り方が分からないため」（14.1％）、「②③作成するための時間・人

手が足りないため」（13.1％）との回答も３割弱を占めることから、事業計画を作成する企

業の割合を増加させるためには、時間や人手を割いてまで事業計画の作成を検討するほど

の動機付けが必要と言える。 

①計画の作り方

が分からないた

め
14.1%

②作成するため

の時間が足りな

いため
8.9%

③作成するため

の人手が足りな

いため
4.2%

④計画の作成

を求められる機

会がないため
33.8%

⑤経営者のリー

ダーシップが強

く、計画を作成

する必要性がな

いため
27.7%

⑥後継者が不

在であり、事業

存続が不透明

のため
5.6%

⑦その他
5.6% n=213 
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【従業員規模で分析】 

事業計画作成有無 

 

従業員数 

  全体 

作成している 作成していない 

件数 ％ 件数 ％ 

５名以下 12 38.7% 19 61.3% 31 

６～20名以下 110 53.4% 96 46.6% 206 

21～50 名以下 148 61.4% 93 38.6% 241 

51～100名以下 97 74.0% 34 26.0% 131 

10１名以上 15 68.2% 7 31.8% 22 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント： 

 一般的に、従業員数が多くなればなるほど、事業計画を作成し、経営者と従業員が経営

目標を共有することが求められるが、50名超の事業者においても事業計画の作成は約７割

程度にとどまっている。 

 

（２）機械等の個別投資計画 

○作成の有無 

業績 

 

作成状況 

 全体 

好業績 それ以外 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

① 作成している 108 42.0% 112 30.4% 220 35.2% 

② 作成していない 149 58.0% 256 69.6% 405 64.8% 

 

 

 

 

38.7%

53.4%

61.4%

74.0%

68.2%

61.3%

46.6%

38.6%

26.0%

31.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

５名以下(n=31)

６～20名(n=206)

21～50名(n=241)

51～100名(n=131)

101名以上(n=22)

作成している 作成していない
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○作成者 

 件数 ％ 

① 経営者 84 44.9% 

② 部門責任者 75 40.1% 

③ 作業担当者 4 2.1% 

④ 経理担当者 17 9.1% 

⑤ 税理士 3 1.6% 

⑥ 外部コンサルタント 1 0.5% 

⑦ その他 3 1.6% 

合計（無回答除く） 187 100.0% 

 

 

 

 

 

○作成していない理由 

 件数 ％ 

① 計画の作り方が分からないため 29 9.6% 

② 作成するための時間が足りないため 22 7.3% 

③ 作成するための人手が足りないため 11 3.7% 

④ 計画の作成を求められる機会がないため 113 37.5% 

⑤ 経営者のリーダーシップが強く、計画を作成する必要性がないため 68 22.6% 

⑥ 後継者が不在であり、事業存続が不透明のため 18 6.0% 

⑦ その他 40 13.3% 

合計（無回答除く） 301 100.0% 

 

 

42.0%

30.4%

35.2%

58.0%

69.6%

64.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

好業績(n=257)

それ以外(n=368)

全体(n=625)

作成している 作成していない

①経営者
44.9%

②部門責任者
40.1%

③作業担当者
2.1%

④経理担当者
9.1%

⑤税理士
1.6%

⑥外部コンサル

タント
0.5%

⑦その他
1.6%

n=187 
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①計画の作り方

が分からないた

め
9.6%

②作成するため

の時間が足りな

いため
7.3%

③作成するため

の人手が足りな

いため
3.7%

④計画の作成

を求められる機

会がないため
37.5%

⑤経営者のリー

ダーシップが強

く、計画を作成

する必要性がな

いため
22.6%

⑥後継者が不

在であり、事業

存続が不透明

のため
6.0%

⑦その他
13.3%

n=301 
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【過去の設備投資実施実績別で分析】 

過去の活用状況 

 

求める施策 

補助金 税制 

活用した 活用していない 適用した 適用していない 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 

③ 低利の安定的な融資 49 46.2% 100 42.2% 77 42.1% 72 45.0% 

⑥ 設備投資を後押しする

優遇税制の創設・継続 
56 52.8% 98 41.4% 94 51.4% 60 37.5% 

⑥ 補助金や税制の適時適

切な情報提供 
44 41.5% 96 40.5% 72 39.3% 68 42.5% 

⑦ 補助金の拡充 

（補助割合） 
63 59.4% 72 30.4% 74 40.4% 61 38.1% 

⑧ 補助金の拡充 

（募集期間の延長） 
48 45.3% 53 22.4% 57 31.1% 44 27.5% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コメント： 

全体として、「③低利の安定的な融資」と回答する割合が高い。直近２年間で設備投資を

実施した事業者においては、補助金や税制を活用した事業者ほど、それぞれ補助金・税制

に関する要望が強い。実際に活用した上でその効果を実感していることを反映しているこ

とが読み取れる。 

46.2%

52.8%

41.5%

59.4%

45.3%

42.2%

41.4%

40.5%

30.4%

22.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

③低利の安定的な融資

⑥設備投資を後押しする優遇税制の創設・継続

⑦補助金や税制の適時適切な情報提供

⑧補助金の拡充（補助割合）

⑨補助金の拡充（募集期間の延長）

活用した事業者(n=106)

活用しなかった事業者(n=237)
【補助金活用の有無】 

42.1%

51.4%

39.3%

45.0%

37.5%

42.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

資

続

供

適用した事業者(n=183)

適用しなかった事業者(n=160)【税制適用の有無】 

③低利の安定的な融資

⑥設備投資を後押しする優遇税制の創設・継続

⑦補助金や税制の適時適切な情報提供
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６．減価償却方法の変更による経営への影響  

問 18．貴社の事業における主要な償却資産（建物を除く）の、現在の減価償却方法につい

て該当するものを１つお選びください 

 件数 ％ 

① 定率法を用いている 514 77.1% 

② 定額法を用いている 153 22.9% 

合計（無回答除く） 667 100.0% 

 

 

 

 

 

 

問 19．減価償却方法が定額法へ一本化された場合に想定される、設備投資への影響につい

て、該当するものを１つお選びください 

 件数 ％ 

① キャッシュフローが減少し、金融機関からの借入に影響する 47 9.8% 

② 投資に対する資金回収のスピードが遅くなるため、設備投資意欲を

減少させる 

103 21.5% 

③ 設備投資減税による割増償却等の措置が残れば、定額法に統一して

も影響はない 

96 20.0% 

④ トラックや営業車等を設備投資減税の対象とするのであれば、定額

法に統一しても構わない 

43 9.0% 

⑤ 影響はない 176 36.7% 

⑥ その他 15 3.1% 

合計（無回答除く） 480 100.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①定率法を

用いている
77.1%

②定額法を

用いている
22.9%

n=667 

①キャッシュフローが減

少し、金融機関からの借

入に影響する
9.8%

②投資に対する資金回収

のスピードが遅くなるた

め、設備投資意欲を減少

させる
21.5%

③設備投資減税による割

増償却等の措置が残れ

ば、定額法に統一しても

影響はない
20.0%

④トラックや営業車等を

設備投資減税の対象とす

るのであれば、定額法に

統一しても構わない
9.0%

⑤影響はない
36.7%

⑥その他
3.1% n=480 
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＜生産性向上は政府・産業界あげての課題＞ 

 わが国の人口および生産年齢人口は減少傾向が続き、足もとでは人手不足も顕在化する

中で、いかに企業の生産性向上を図り、経済の好循環を実現させるかということが、大き

な課題となっている。政府・産業界では、昨秋から継続的に「未来投資に向けた官民対話」

が開催され、ＧＤＰ600 兆円の実現に向けて、生産性を抜本的に高め、供給制約を克服す

るための対話が重ねられている。設備、技術、人材に対し、積極果敢に投資をしていくこ

とが重要であり、産業界の積極的な取り組みと、政府の後押しが強く求められている。 

 今回の調査では、生産性向上のための取り組みの中で、「設備投資（生産数増加、コスト

削減、省力化、効率化、省エネ）」の効果が高い、との結果を得られた。これを受け、産業

界全体として、さらに生産性の向上を図るためには、どのような点がポイントとなるか、

特に設備投資に着目して、好業績の事業者とそれ以外の事業者を対比する形で検証した。 

 

＜短期間で効果が現れやすい更新型の設備投資から、一歩進んだイノベーションを実現 

するための製品・サービスの高付加価値化を目的とした設備投資が必要＞ 

生産性向上のためには、省力化・合理化等による「コストの縮減」と、生産量の増大や、

製品・サービスの高付加価値化による、「収益力の向上」の両面から取り組むことが必要で

ある。 

今回の調査では、直近２年間に設備投資を実施した事業者は、その目的に「更新・維持

のため、既存設備が老朽化したため」、「生産量・搭載量・収容量の拡大のため」、「省力化・

合理化のため」を挙げる割合が高く、比較的に短期間で効果が現れやすい、需要の増大に

対応するための生産能力の拡大や、省力化・合理化によるコスト削減を目的した設備投資

を行っていることが判明した。 

一方で、「新製品・新規事業・新サービス提供のため」、「研究開発・試作品開発のため」

など、中長期的な視点から製品・サービスの高付加価値化による収益力向上を目的とした

設備投資を行っている企業は少ないことも明確になった。 

また、失われた 20 年間の中で設備の老朽化が進み、ここ数年は更新型の設備投資が求め

られてきた。老朽化した設備を最新型に置き換えることで、生産量の拡大や、省力化・合

理化が図られ、結果として事業者の生産性の向上に寄与していることも、今回の結果から

明らかとなった。 

中小製造業などに見られる日本の重層的な下請け構造の取引においては、取引先・顧客

からの要請に応えていくことは中小企業の重要な戦略であり、短期間で効果が現れやすい

設備投資を継続することも必要である。一方で、高い製品・サービスを保有し、ニッチト

ップとして海外をはじめ多くの企業と取引を行い、高い収益力を上げている中小企業も存

在する。今後、中小企業がさらなる生産性向上を実現していくため、設備投資を行う際に

は、中長期的な視点から新製品開発・新サービスの提供など、高付加価値化を図り、「稼ぐ

力」をつけていくことが求められる。 

 

 

Ⅴ．まとめ 
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＜攻めのＩＴ投資が付加価値向上のカギ＞ 

ＩＴ化の状況に関しては、従来から中小企業のＩＴ投資の主流である「業務効率向上を

目的とした業務プロセスの再構築」、「ホームページにおける企業イメージの向上、発信、

ＰＲ」を挙げた事業者が圧倒的に多く、それ以外の目的ではＩＴが活用されていないこと

が鮮明に現われた。ＩＴ投資による生産性向上について、「費用の低減」と「製品・サービ

スの高付加価値化」の両面で考えた場合、現在のＩＴ活用は「費用の低減」を目的として

いることが読み取れる。 

一方で、好業績事業者は「取引・顧客情報などを利用した営業・マーケティングの改革」

や「新製品や新サービスの開発」等、製品・サービスの高付加価値を目的とした「攻めの

ＩＴ投資」を積極的に行っている実態が伺える。 

中小企業のＩＴ化の実態として、そもそも業務のＩＴ化自体が進んでいない事業者が多

いうえ、ＩＴ化の目的も従来からの「費用の低減」にとどまっている。今後は、ＩＴを活

用した新製品の開発や新しいビジネスモデルの創造など、「攻めのＩＴ投資」を目的にＩＴ

化を推進していくことが、中小企業の付加価値向上の一手となる。 

 

＜中小企業の設備投資促進に向けて＞ 

 今後３年間の設備投資を「予定していない・未定」と回答したうち４割超の事業者は、

先行きが見通せないことを理由として挙げている。そのうち、約半数の事業者は事業計画

を作成していない。事業計画を策定していないため、中長期的な見通しを立てられず、結

果的に、設備投資にも踏み切れないことから、生産性が上がらず、収益力も向上せず、資

金調達が難しくなり、さらに設備投資ができない、という悪循環に陥っている事業者が一

定割合存在する。 

この悪循環を断ち切るためには、まずは、経営者自らが事業計画の策定を行い、積極的

な情報収集によって将来の見通しを立てることが重要である。 

事業者にとって一番身近な事業計画作成の機会は、設備投資に関わる補助金や融資を受

ける場面である。今後は、一定レベルの事業計画の策定を金利優遇や補助金採択の条件と

するなど、事業者を取り巻くステークホルダーを巻き込みながら、経営者に事業計画策定

のモチベーションが働く制度設計が必要と考えられる。 

設備投資のための主な資金調達の手段に関しては、「借入」が「自己資金」に次いで多く

回答された。今後は、短期間で効果の現われる投資だけでなく、中小企業の生産性向上の

ためには長期的な視点での投資が求められることから、引き続き低利で安定的な融資によ

る支援が重要となる。金融機関に対しては、事業者の事業内容、特に「稼ぐ力」を精査し

たうえで、円滑な資金調達により、設備投資を活性化させるよう、伴走者としての役割が

期待される。 

制度上の支援策としては、「設備投資を後押しする優遇税制の創設・継続」、「補助金の拡

充（補助割合・募集期間の延長）」を希望する事業者が多い。特に、補助金や税制を用いて

設備投資を実施した事業者ほど、これらの支援策を希望する声が多いことから、現行の支

援策は高い効果をもたらしていると言える。ただし、業種によっては制度の要件に該当せ

ず、活用できない状況も見受けられるため、今後は、補助金の使い勝手の向上をはじめ、

制度の拡充・延長が求められる。 
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また、設備投資と比較して、製品・サービスの付加価値向上に向けたＩＴ投資が進んで

いない状況を踏まえると、中小企業のＩＴ投資への意識を抜本的に転換させ、「攻めのＩＴ

投資」を促進するための支援策の創設が必要である。 

概して、設備投資を予定している事業者ほど、好業績で、事業計画を作成している。今

後は、事業者の生産性向上に向けた設備投資に対して、金融面での支援に加え、政策面に

おいて、補助金や税制を継続、拡充し、より活用しやすい制度に改善することが、前向き

な設備投資を促し、好循環を作り出していく鍵となると言える。 

 

＜価値創造経営のもたらす飛躍＞ 

 今回の調査では、設備投資・ＩＴ投資という切り口から、生産性向上に対する中小企業

の経営意識が浮かび上がった。いずれにおいても、製品・サービスの付加価値向上に対す

る取り組みを高めることで、今後の伸びしろが大きいことが明らかになった。費用の削減

といった短期間に効果が現れる投資にとどまらず、一歩進んで、中長期的な視点から、新

製品開発や新サービスの創出などの高付加価値化を目的とした投資を推進することが、中

小企業の「稼ぐ力」の向上につながる。 

一方で、約半数の事業者しか作成していない事業計画については、経営者と従業員が経

営目標を共有し、企業業績の向上に向けて一丸となって前進するために、ぜひとも作成す

ることが求められる。 

今回の調査結果で明らかになったとおり、今後の中小企業経営においては、中長期的な

収益力向上を目的とした攻めの投資の意識を高めることが期待される。市場と顧客のニー

ズに対応し、製品・サービスの付加価値向上を図り、もって代替の効かない各企業独自の

「価値」を創造していくことが、今後の中小企業経営には不可欠である。 
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平成 27年度 地域持続化支援事業（活性化事業） 

「中小企業の生産性向上を図るための経営実態の調査研究会」 

委員名簿 
（敬称略・順不同） 

＜座長＞ 

 明治大学 経営学部 教授 岡田 浩一 

 

＜委員＞ 

 羽田運輸株式会社 代表取締役 安藤 日出男 

 

 日本政策金融公庫 総合研究所 

中小企業研究第一グループ（経済・金融担当）研究員 金子 昌弘 

 

 城所会計事務所 所長 城所 弘明 

 

 愛知産業株式会社 監査役 木村 拙二 

 

 Management Plus 中小企業診断士 渡辺 孝 
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